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第１章　問題の所在
１　制度環境の変化
　本稿は，日本の会計における時価概念を公正価値測定という観点から整
理することを目的とするものである。会計における時価概念の整理に当た
っては，1999（平成11）年１月22日に企業会計審議会から公表された「金
融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（以下，金融会計意見書と表記
する。）および企業会計基準委員会が2006（平成18）年８月11日に公表した
企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」を中心に取り上げ，当
該基準の設定の背景に逐次言及することにより，本稿における問題の所在
を明らかにしようとするものである。
　指摘するまでもなく，企業の経営者は，その置かれている状況に依存し
て会計的判断を行使する。企業環境の変化を与件とした経営者の価値判
断，すなわち自社で採用すべき会計方針の選択に関する判断が，ある特定
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2の会計問題について一定の幅に収斂し，その会計実務が企業間で安定的な
行為として均衡化したときに，一般に公正妥当な会計慣行の一部を構成す
るものと見なされる。さらに，何らかの権威ある基準設定機関が，定めら
れた正規の手続きを経て，当該会計実務に関連する利害の調整を行い，明
文化したものが一般に公正妥当な企業会計の基準をなすものであると解す
ることができる。
　金融商品に係る会計基準が設定されたのは，上述のように，企業の環境
変化があってのことである。1980年代以降に生じた実物経済から金融経済
への移行を背景として，すなわち金融主導型の経済環境の中で，2000年に
は，日本の上場企業の総資産に占める金融資産の保有割合は，平均で５割
を超え，この比率が６割を超える業種は全業種のほぼ３分の１に達してい
た。また，製造業であっても金融資産比率が80％を超える企業が存在する
（浦崎 2002，第２章参照）。しかも，６割強の企業が何らかのデリバティブ
を利用してリスクヘッジを行っているという実態が明らかとなっている
（浦崎 2002，第15章参照）。
　ここで，デリバティブとは，次の３つの条件を備えた金融商品またはそ
の他の契約を意味する（FASB 1998a, par. 6）。
①　１つまたは複数の基礎変数，かつ，１つまたは複数の名目数量また
は支払条件のいずれかもしくはその両方を有すること。これらの条件
は，決済額を決定し，さらに決済が必要であるかどうかを決める。例
えば，ストック・オプションの場合，基礎変数は株式の市場価格であ
り，名目数量は株式数である。決済額は，「（市場価格－行使価格）×
株式数」によって計算される。
②　初期の純投資を全く必要としないこと。あるいは，市場ファクター
の変動に対して類似の反応が期待されるその他のタイプの契約に要求
される初期純投資よりも少額の初期純投資であること。
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③　契約の条件で差金決済が要求されているか，もしくは認められるこ
と。契約に規定されない手段で容易に差金決済されること。もしく
は，実質的に差金決済と変わらないポジションで受領者に資産の引き
渡しを行うこと。
　1997年６月末時点でのアメリカにおけるデリバティブ取引残高（想定元
本23兆3,000億ドル）は，米国内総生産の3.3倍に達していた（日本経済新
聞 1997年12月20日朝刊）。日本においても大手銀行19行の1998年３月末のデ
リバティブ取引高は，想定元本の総額が2,305兆4,402億円に上ったことが
報じられ（読売新聞 1998年９月５日朝刊），取引高が最も多かった富士銀行
は想定元本が418兆5,695億円となり総資産51兆880億円の８倍を超えてい
た。問題は，景気変動を引き起こすほどのデリバティブの実態は，当時の
貸借対照表の本体からは読みとることはできなかったということである。
　周知のように，1980年代から FASBをはじめとする各国の基準設定機関
が牽引役となって，デリバティブを中心とした新たな金融経済取引の認
識，測定，開示に関する研究が蓄積され，関連する基準が設定されてき
た 1）。そこでの議論の前提は，端的に言って，少なくとも次の３点にある。
1）　FASBは，1986年に緊急に対処すべき課題としてデリバティブおよびヘッ
ジ活動に関する会計処理を審議会の議題に追加した。当初，このプロジェク
トは，開示問題に焦点を当てていた。そのため，プロジェクトの成果として
公表された基準は最初の段階では次の開示基準が中心であった。なお，基準
書の号数は，公表当時のままである。
　　① 　基準書105号「オフバランスシートリスクを伴う金融商品および信用
リスクの集中を伴う金融商品に関する情報の開示」（1990年３月）
　　② 　基準書107号「金融商品の公正価値に関する開示」（1991年12月）
　　FASBは，1991年９月に研究報告書『ヘッジ会計：基本問題の探求』（白
鳥庄之助他訳，中央経済社，1997年）を公表した。また，同年11月には，討
議資料『金融商品の認識と測定』が公開された。この段階から，FASBの金
融商品プロジェクトは認識と測定のフェーズへと伸展していった。FASBは，
1992年１月から1996年６月までに100回に及ぶ公開の会議をもった。その間
4①　為替，金利，価格等の種々の金融リスクに直面する企業は，企業経
営に及ぼすそれらの影響を減殺するために積極的にリスク管理を行っ
ているという事実関係が存在していること。
②　製造業を前提として構築されてきた原価・実現アプローチに基づく
伝統的な期間損益計算は，複雑化多様化した金融経済取引の会計シス
テムとして理論的妥当性をもたないこと 2）。
に，「ヘッジおよびその他のリスク調整活動に係る審議報告書（特定の問題
に関連する暫定的結論を含む）」（1993年６月）が公表された。このような
FASBの金融プロジェクトの審議が進行する過程においても，デリバティブ
市場は急速に拡大し，しかも，種々の複雑な新たな金融商品が開発されてい
った。このような状況を考慮し，SECをはじめとした関係当局は，FASBに
対して報告問題を優先的に早急に処理するように促した。これを受けて以下
に示す基準書119号が，まず公表された。
　　③ 　基準書114号「貸付金の減損に関する債権者の会計処理」（1993年３
月）
　　④ 　基準書115号「負債証券および持分証券への投資の会計処理」（1993年
３月）
　　⑤ 　基準書118号「貸付金の減損に関する債権者の会計処理─利益の認識
と開示」（1994年10月）
　　⑥ 　基準書119号「派生金融商品および金融商品の公正価値に関する開示」
（1994年10月）
　　⑦ 　基準書125号「金融資産の移転および利用ならびに負債の消滅に関す
る会計処理」（1996年６月）
　　1995年10月には，FASBは，連合王国，カナダ，オーストラリアのそれぞ
れの国の基準設定機関および IASCの代表者と共同で特別報告書『ヘッジ会
計に係る主要問題』を公表した。この報告書では，ヘッジ会計モデルを開発
する過程で解決すべき問題点の多くを扱っていた。1996年６月には，基準書
133号の原案となった公開草案「デリバティブおよび類似の金融商品ならび
にヘッジ活動に関する会計処理」が公表されるに至った。
2）　IASCは，1997年７月に討議資料『金融資産および金融負債の会計』を公
表した。この報告書の中で伝統的会計の問題点が詳細に論じられている
（IASC 1997, pp. 16-19）。
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③　その結果として，金融の自由化・国際化によって企業が種々の金融
リスクにさらされているにもかかわらず，これまで金融リスク管理の
遂行状況が株主や債権者に対して十分に開示されてこなかったこと。
　本稿は，そのような問題を改善するためには，公正価値 3）に基づいた測
定を通じて種々の金融リスクを適正に評価するとともに，リスク管理の顚
末を明らかにすることによってはじめて企業の経済的実態が浮き彫りにさ
れるという立場に立っている。このような観点に立つ限り，また，デリバ
ティブ取引が認識されず簿外とされていた前述の日本企業の金融資産の保
有状況をも斟酌するならば，現代企業の資産評価問題とは，まさに金融資
産の評価問題であると言うことができる。
　当時，基準設定で先行していた FASB（1998）によれば，「公正価値とは，
資産（負債）が，強制または清算によることなく，取引の意思を有する当
事者間で売買（発生）され得る金額」として規定され，取引が活発に行わ
れている市場の相場が公正価値の最善の証拠となると述べられている
（FASB 1998, par. 540）。公正価値会計の究極的な目的は，市場の評価を反映
した公正価値による測定を通じて前掲のような問題点を克服し，企業の情
報提供に依存せざるを得ない一般投資者の意思決定をめぐる状況を改善す
ることにある。
3）　公正価値とは資産（負債）が強制または清算によることなく取引の意思を
有する当事者間で売買（発生）され得る金額を意味する。取引が活発に行わ
れている市場の相場は公正価値の最も良い証拠となり，もしそれが利用可能
であるなら測定の基礎として利用されるべきである。もし相場が利用可能で
あるなら，公正価値は取引単位数とその市場価格の積で示される。もし相場
が利用可能ではないなら，公正価値の見積りはその時点で利用できる最善の
情報に基づくものでなければならない。公正価値の見積りは，類似の資産ま
たは負債の価格および利用可能な評価技法の結果を考慮したものでなければ
ならない（FASB 1998, par. 540）。
6２　金融商品に係る会計基準の導入の論点
　金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書によれば，金融商品に係
る会計基準が設定された経緯について以下のように述べられている（金融
商品に係る会計基準の設定に関する意見書，Ⅰ経緯）。企業会計審議会は，金融
商品に係る会計基準に関して，1990（平成２）年５月に「先物・オプショ
ン取引等の会計基準に関する意見書等について」を公表し，先物取引，オ
プション取引および市場性のある有価証券に係る時価情報の開示基準等を
整備したところであり，その後も，先物為替予約取引およびデリバティブ
取引全般について，時価情報の開示の拡充が行われてきた。
　これらの開示基準等の整備により金融商品に係る時価情報の提供は広範
に行われてきたが，証券・金融市場のグローバル化や企業の経営環境の変
化等に対応して企業会計の透明性を一層高めていくためには，注記による
時価情報の提供にとどまらず，金融商品そのものの時価評価に係る会計処
理をはじめ，新たに開発された金融商品や取引手法等についての会計処理
の基準の整備が必要とされる状況にあった。
　国際的な動向としても，国際会計基準委員会（IASC）は，1998（平成10）
年12月に金融商品に係る暫定基準の策定を行い，また，米国財務会計基準
審議会（FASB）は，1993（平成５）年５月に「特定の負債証券及び持分証
券への投資の会計処理」を，1998（平成10）年６月に「デリバティブ及び
ヘッジ活動に関する会計処理」を公表している。これらの基準書において
は，金融商品の認識，貸借対照表価額，ヘッジ会計等に関する会計基準が
明らかにされている。
　こうした国際的な動向も踏まえ，日本においても，金融商品に関する諸
課題全般に係る会計基準を設定することが求められるようになった。企業
会計審議会は，1996（平成８）年７月以降，金融商品部会（1997（平成９）
年２月の部会改組以前は「特別部会・金融商品委員会」）において，金融資産お
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よび金融負債の発生および消滅の認識，金融商品の評価基準，貸倒見積高
の算定方法，ヘッジ会計，複合金融商品等，金融商品に係る広範な問題に
ついて審議を重ね，1998（平成10年）６月に「金融商品に係る会計基準の
設定に関する意見書（公開草案）」を公表して，広く各界の意見を求めた。
当審議会は，寄せられた意見を参考にしつつさらに審議を行い，公開草案
の内容を一部修正して，これを「金融商品に係る会計基準の設定に関する
意見書」として公表することとした。
　金融商品に係る会計基準は，その後，企業会計基準委員会に引き継が
れ，2006（平成18）年８月11日に企業会計基準第10号「金融商品に関する
会計基準」（以下，金融商品会計基準と表記する。）として公表され，最終改正
は2008（平成20）年３月10日となっている。金融商品会計基準によれば，
金融資産については，一般的には，市場が存在すること等により客観的な
価額として時価を把握することができるとともに，当該価額により換金・
決済等を行うことが可能である。そのような金融資産の取り扱いの背景と
して，次の３点が指摘されている（金融商品会計基準，64項）。
　①　投資家に対する投資情報の開示の観点
　　金融資産の多様化，価格変動リスクの増大，取引の国際化等の状況
下で，投資者が自己責任に基づいて投資判断を行うために，金融資産
の時価評価を導入して企業の財務活動の実態を適切に財務諸表に反映
させ，投資者に対して的確な財務情報を提供することが必要である。
　②　企業における的確な財務認識の観点
　　金融資産に係る取引の実態を反映させる会計処理は，企業の側にお
いても，取引内容の十分な把握とリスク管理の徹底および財務活動の
成果の的確な把握のために必要である。
　③　国際的調和化の観点
　　日本企業の国際的な事業活動の進展，国際市場での資金調達および
8海外投資者の日本の証券市場での投資の活発化という状況の下で，財
務諸表等の企業情報は，国際的視点からの同質性や比較可能性が強く
求められている。また，デリバティブ取引等の金融取引の国際的レベ
ルでの活性化を促すためにも，金融商品に係る日本の会計基準の国際
的調和化が重要な課題となっている。
　金融商品の時価情報の開示は，時価情報の注記によって満足されるとい
うものではない。したがって，客観的な時価の測定可能性が認められない
ものを除き，時価による自由な換金・決済等が可能な金融資産について
は，投資情報としても，企業の財務認識としても，さらに国際的調和化の
観点からも，これを時価評価し適切に財務諸表に反映することが必要であ
ると述べられている（金融商品会計基準，65項）。付言するならば，すでに
指摘したように，原価・実現アプローチに基づく伝統的な取得原価主義会
計では，リスク管理の手段として多用されているデリバティブは従来オフ
バランスとなっており，契約の決済時点が帰属する期間の財務諸表にその
結果のみが反映されるにすぎなかった。そのため，上述のような企業の将
来キャッシュ・フローの予測やリスクの評価が十分に行えず，デリバティ
ブ取引の失敗による事後的な損益情報では，投資者や債権者の利害を保護
できず，証券市場における稀少資源の適正な配分ができないという認識が
高まってきた（浦崎 2002，69頁）。
　このような認識の下で，企業の財務報告に依存せざるを得ない一般の投
資者および債権者を保護する観点から，自己責任で投資意思決定を行うこ
とができるように金融商品の認識・測定に関する基準の整備が進められて
きたのである。なお，評価差額の財務諸表本体への計上は，資産概念の変
容が許容されたことによるものである。すなわち，資産の本質は経済的資
源のもつ将来の経済的便益であり，企業がそれを支配し，その発生の可能
性が高いときに，それを資産として認識するというものである。付言すれ
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ば，項目が資産・負債の定義に合致し，認識規準を満たすものについて
は，公正価値という測定属性を用いてそれを数量化することによって，財
務諸表に認識されるという論理である。そのような会計処理が一般に公正
妥当と認められるのは，経営者の説明責任が，過去の経済活動のみなら
ず，期末現在の事象および将来事象へ及ぶようになってきたことによるも
のである。それは，自己責任で投資を行う投資家の情報ニーズを満たし，
投資家の利益を保護するという観点から正当化されるものと忖度される。
第２章　日本における公正価値概念の整理
１　企業会計基準委員会による論点整理の目的
　企業会計基準委員会が，2009（平成21）年８月７日に公表した『公正価
値測定及びその開示に関する論点の整理』（以下，本論点整理と表記する。）
によれば，日本では次の会計基準等において時価が定義されている 4）。
①　金融商品に関する会計基準（企業会計基準第10号）
②　賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準（企業会計基準第20
号）
③　企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号）
④　固定資産の減損に係る会計基準
　また，次の実務指針および適用指針等において時価の算定方法が示され
4）　日本会計研究学会特別委員会（2011）によれば，その最終報告書の第９章
において日本における公正価値測定の展開についてまとめられており，時価
の概念については1949（昭和24）年設定の企業会計原則における時価の取り
扱いから2008（平成20）年の企業会計基準第21号における時価の取り扱いま
で年代毎に言及されている（日本会計研究学会特別委員会 2011，150-151
頁）。また，最終報告書のⅢにおいては，個別論点における公正価値測定の
展開が論じられており，金融資産会計，事業用資産会計，負債会計，資本会
計，損益会計，連結会計の各領域における公正価値測定が整理されている。
10
ている。
①　金融商品会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第14号）
②　固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第
６号）
③　賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針（企業会
計基準適用指針第23号）
　本論点整理は，2006（平成18）年以降の米国財務会計基準審議会（FASB）
および国際会計基準審議会（IASB）における関連基準の改廃等をも踏まえ
て，公正価値測定に関するコンバージェンスの観点から，日本の会計基準
等で定められた公正価値測定の考え方の整理および開示のあり方について
検討することを目的としている。具体的には，次の３つの論点をあげてい
る。
　論点１　公正価値の概念
　論点２　公正価値の測定方法
　論点３　公正価値測定に関する開示
　それらは，主として，金融商品を中心としたものであるが，それ以外の
会計基準等において公正価値測定の対象となる資産および負債についても
検討の対象としている。また，周知のように，日本の会計基準において公
正価値という用語は使用されず，それに相当する用語として時価が用いら
れている。なお，本稿においては，上記の論点３の公正価値測定に関する
開示については言及していない。
２　公正価値の定義
　金融商品会計基準（６項）によれば，「時価とは公正な評価額をいい，
市場において形成されている取引価格，気配または指標その他の相場（以
下「市場価格」という。）に基づく価額をいう。市場価格がない場合には合
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理的に算定された価額を公正な評価額とする。」とされている。また，金
融商品会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第14号，以下，金融商品実
務指針と表記する。）によれば，「時価とは，公正な評価額であり，取引を実
行するために必要な知識をもつ自発的な独立第三者の当事者が取引を行う
と想定した場合の取引価額である。」（金融商品実務指針，47項）と規定され
ている。その定義から知られるように，時価は，公正な評価額であり，市
場価格に基づく価額と，市場価格がない場合の合理的に算定された価額か
らなっている。
　ここで，市場価格に基づく価額とは，売買が行われている市場において
金融資産の売却により入手できる現金の額または取得のために支払う現金
の額をいい，次の金融資産 5）については公表されている取引価格を市場価
格とする（金融商品実務指針，48項）。
①　取引所に上場されている金融資産
②　店頭において取引されている金融資産
③　取引所または店頭の取引に準じて随時，売買・換金等が可能なシス
テムにより取引されている金融資産
　上の ③ にみる随時，売買・換金等が可能なシステムとは，金融機関・
証券会社間の市場，ディーラー間の市場，電子媒体取引市場などをいい，
その市場が流動性を確保する上で十分に整備されている場合には，そこで
成立する取引価格を市場価格とすることができる（金融商品実務指針，51
項）。
5）　金融商品会計基準における金融資産の範囲には，現金預金，受取手形，売
掛金および貸付金等の金銭債権，株式その他の出資証券および公社債等の有
価証券ならびに先物取引，先渡取引，オプション取引，スワップ取引および
これらに類似する取引により生じる正味の債権等が含まれる（金融商品会計
基準，４項）。
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　また，市場価格がない金融資産とは，上記の ① から ③ に該当しない資
産である。それ以外に，「何ら広く一般に価格が公表されていない金融資
産又は買手と売手の双方の合意に基づく以外に価格が決定できない金融資
産」，「取引所若しくは店頭において取引されているが実際の売買事例が極
めて少ない金融資産又は市場価格が存在しない金融資産」がある（金融商
品実務指針，53項）。
　市場価格がない場合または市場価格を時価とみなせない場合，時価は，
基本的に，経営陣の合理的な見積りに基づく合理的に算定された価額によ
る。ここで，合理的に算定された価額とは，次のような方法で算定された
価額をいう（金融商品実務指針，54項）。
①　取引所から公表されている類似の金融資産の市場価格に，利子率，
満期日，信用リスクおよびその他の変動要因を調整する方法
②　対象金融資産から発生する将来キャッシュ・フローを割り引いて現
在価値を算定する方法
③　一般に広く普及している理論値モデルまたはプライシング・モデル
を使用する方法
　なお，デリバティブを除く金融資産の取得時における付随費用（支払手
数料等）は，取得した金融資産の取得原価に含める。ただし，経常的に発
生する費用で，個々の金融資産との対応関係が明確でない付随費用は，取
得価額に含めないことができる。また，金融商品実務指針では，評価額等
に係る用語を次の通り定義している（金融商品実務指針57項）。
①　取得価額とは，金融資産の取得に当たって支払った対価の支払時の
時価に手数料その他の付随費用を加算したものをいう。
②　取得原価とは，一定時点における同一銘柄の金融資産の取得価額の
合計額から，前回計算時点より当該一定時点までに売却した部分に一
定の評価方法を適用して計算した売却原価を控除した価額をいう。
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③　償却原価とは，金融資産または金融負債を債権額または債務額と異
なる金額で計上した場合において，当該差額が主に金利の調整部分に
該当するときに，これを弁済期または償還期に至るまで毎期一定の方
法で取得価額に加減した後の価額をいう。
④　帳簿価額とは，一定時点において帳簿上に記載している金融資産ま
たは金融負債の価額（取得原価または償却原価から評価性引当金を控除し
た後の金額）をいう。
⑤　貸借対照表価額とは，期末において貸借対照表上に記載している金
融資産または金融負債の価額をいう。
⑥　評価差額とは，期末において貸借対照表上に記載した金融資産また
は金融負債の時価とその帳簿価額（取得原価または償却原価から評価性引
当金を控除した後の金額）との差額をいう。
　叙上の説明から理解できるように，日本における時価概念は，入口価格
と出口価格を区別していない。そのような取り扱いは，FASBおよび IASB
の公正価値に関する定義（FASB 2006, par. 5 ;  Ernst & Young 2012, p. 15）が，
出口価格に限定している点と異なるところである。日本においては，購買
市場と売却市場とが区別されない活発な取引が行われるような単一の市場
がある場合は，入口価格と出口価格に差異はないが，そのような単一の市
場がない場合には，再取得を前提とするのか移転を前提とするのかで，い
わゆる入口価格と出口価格は異なるとされている。そのように，時価につ
いては入口価格と出口価格の両方に言及されているが，公正価値の概念を
導入する上では，国際的な会計基準の考え方と同様に移転概念に基づく出
口価格に統一する方向で検討することが指摘されている（企業会計基準委員
会 2009，27項）。
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３　公正価値の測定方法
　⑴　資産および負債の測定属性
　ここでは，企業会計基準委員会が2006（平成18）年に公表した討議資料
「財務会計の概念フレームワーク」（企業会計基準委員会 2006，以下では討議
資料と表記する。）に依拠しつつ資産および負債の測定属性について管見し，
日本の会計基準において公正価値がどのように理解されているかについて
確認しておきたい。周知のように，日本の会計基準では，公正価値という
用語は用いられず，「時価」または「公正な評価額」という用語が使用さ
れている。金融商品会計基準によれば，時価とは，公正な評価額をいい，
市場において形成されている取引価格，気配または指標その他の相場に基
づく価額をいうものとされている。当該価額を市場価格と呼んでいる。市
場価格がない場合には合理的に算定された価額が公正な評価額となる。ま
た，市場とは，公設の取引所およびこれに類する市場のほか，随時，売
買・換金等を行うことができる取引システム等が含まれる。
　また，企業会計基準委員会の討議資料によれば，資産の属性は「表１」
の通り整理されており，「表２」は負債の測定属性についてまとめたもの
である。それら各種の測定値は企業の投資とどのような関連を持つもので
あるかに着目してその意味が説明されている。付言するならば，討議資料
では投資家が会計情報から企業の将来キャッシュ・フローを予測するには
会計数値は企業の投資活動と経験的に意味のある関連を持つ必要があると
いう観点から，それぞれの認識・測定方法はどのような状態の投資に適用
できるのか，またそれを適用した結果，各測定値にはどのような意味が与
えられるのかについて説明がなされている（企業会計基準委員会 2006，第４
章の序文）。
　「表１」からわかるように，討議資料においても公正価値という用語は
使用されず，そこでは取得原価，市場価格，割引価値，入金予定額，被投
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表１　資産の測定に係る測定属性
取 得 原 価
　⒜ 　資産取得の際に支払われた現金もしくは現金同
等物の金額
　⒝ 　取得のために犠牲にされた財やサービスの公正
な金額
市 場 価 格
⑴　購買市場と売却市場が区別されない場合
資産の処分清算により得られる資金額または資産の
再取得に必要な資金額
⑵　購買市場と売却市場が区別される場合
　⒜　再調達原価
　　購買市場で成立している価格
　⒝　正味実現可能価格
売却市場で成立している価格から事後費用を含む
見積販売経費を控除した額
割 引 価 値
⑴ 　将来キャッシュ・フローを継続的に見積り直すと
ともに割引率も改訂する場合
　⒜　利用価値（使用価値）
資産の利用から得られる将来キャッシュ・フロー
を測定時点で見積り，その期待キャッシュ・フロ
ーをその時点の割引率で割り引いた測定値
　⒝　市場価格を推定するための割引価値
市場で平均的に予想されているキャッシュ・フロ
ーと市場の平均的な割引率を測定時点で見積り，
前者を後者で割り引いた測定値（時価または公正
な評価額）
⑵ 　将来キャッシュ・フローのみを継続的に見積り直
す場合
資産の利用から得られる将来キャッシュ・フローを
測定時点で見積り，その期待キャッシュ・フローを
資産の取得時点における割引率で割り引いた測定値
入金予定額
資産から期待される将来キャッシュ・フローを単純に
（割り引かずに）合計した金額
被投資企業の純資
産額に基づく額
被投資企業の純資産のうち投資企業の持分比率に対応
する額
出所 　企業会計基準委員会（2006）の「第４章　財務諸表における認識と測定」の
8-32項をまとめたものである。
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資企業の純資産額に基づく額という５つの測定概念が示されている。
　取得原価は，企業が実際に投資した資金額であり，未償却原価はそのう
ちいまだ収益に賦課されていない額を意味する。取得原価で資産を測定す
る場合には，現在の投資行動をそのまま継続することが前提となる。した
表２　負債の測定に係る測定属性
支払予定額
負債の返済に要する将来キャッシュ・フローを単純に
（割り引かずに）合計した金額（決済価額または将来
支出額）
現金受入額
財・サービスを提供する義務の見返りに受け取った現
金または現金同等物の金額
割 引 価 値
⑴ 　将来キャッシュ・フローを継続的に見積り直すと
ともに割引率も改訂する場合
　⒜　リスクフリー・レートによる割引価値
測定時点で見積った将来のキャッシュ・アウトフ
ローをその時点におけるリスクフリー・レートで
割り引いた測定値
　⒝　リスクを調整した割引率による割引価値
測定時点で見積った将来のキャッシュ・アウトフ
ローをその時点における報告主体の信用リスクを
加味した最新の割引率で割り引いた測定値
⑵ 　将来キャッシュ・フローのみを継続的に見積り直
す場合
測定時点で見積った将来のキャッシュ・アウトフロ
ーを負債が生じた時点における割引率で割り引いた
測定値
⑶ 　将来キャッシュ・フローを見積り直さず割引率も
改訂しない場合
負債が生じた時点で見積った将来のキャッシュ・ア
ウトフローをその時点での割引率によって割り引い
た測定値
市 場 価 格 （資産の市場価格を参照する旨の表記のみ）
出所 　企業会計基準委員会（2006）の「第４章　財務諸表における認識と測定」の
33-46項をまとめたものである。
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がって，未償却原価によって資産を測定する場合には，その測定値は継続
利用している資産について将来に回収されるべき投資の残高を表現するも
のであり，将来において計画的・規則的に配分することが予定されている
（企業会計基準委員会 2006，第４章９項）。それゆえに，取得原価による測定
は，資産の価値の測定方法というよりも，資産の利用に伴う費用を測定す
るという観点で重要性を有する。ただし，費用測定のための期間配分の手
続において将来事象に関する見積りが行われるため，重要な誤謬が事後的
に判明した場合には，見積りが適宜修正され，それに応じて未償却原価も
修正されることになる（企業会計基準委員会 2006，第４章10項）。
　そのような特徴を有する取得原価を利益計算の基礎におく取得原価主義
会計は，株式会社という法的組織における株主と取締役の関係に照らして
次のような意義を有することになる。すなわち，株式会社においては株主
と取締役の委任・受任の関係に基づいて，取締役が受託責任をどのように
履行したかを財務的側面から明らかにすることにアカウンタビリティの中
心的課題があり，会計的にそれを支える思考が取得原価主義である。つま
り，株主は出資額を限度とした有限責任であることから，株主に対する取
締役の受託責任は，貨幣資本に限定され，貨幣資本を維持することによっ
てその責任が果たされる。貨幣資本が維持されたかどうかを判断する基準
が取得原価である。言うまでもなく，取得原価主義が日本における制度会
計の基盤となっている。
　また，「表１」および「表２」からもわかるように，討議資料において
は，FASBや IASBの会計基準等で用いられている公正価値を掲げず，時
価としての市場価格と合理的に算定される公正な評価額としての割引価値
を掲げているにすぎない。事実上，それらを公正価値と解することに問題
はないが，FASBが公正価値を出口価格として位置づけていることから，
さらに会社計算規則（５条６，６条２）においては資産および負債の評価に
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ついて時価または適正な価格という表現で公正価値という用語は用いられ
ていないことから，日本では公正価値を積極的に定義していない。
　⑵　公正価値のヒエラルキー
　FAS157（現在の号数は，Topic820である）および IAS13においては公正価
値測定の透明性および比較可能性を高めることを目的として公正価値測定
に用いられる評価技法へのインプット（入力数値のこと）の重要度に応じた
公正価値のヒエラルキーが求められている（FASB 2006, par. 22-30 ;  Ernst & 
Young 2012, p. 130 ;  FASB 2011 Accounting Standards Codification Topic 820 Fair 
Value Measurement,   以下 ASC820と表記する）。
　FAS157によれば，公正価値測定は，測定日における物理的な可能性，
法律上の許容度，財務的な実行可能性などの諸要因を考慮して，市場参加
者が資産を最も高度かつ最善に使用することを仮定している。資産が他の
資産と結びついてグループとして使用することにより，市場参加者に対す
る価値が最大化される場合には，資産の公正価値は使用という観点から測
定される。これに対して，資産が主として単独で市場参加者に対する価値
を最大化する場合には，資産の最も高度かつ最善の使用は交換という観点
から，すなわち当該資産を売却することにより受領される価格に基づいて
測定される（FASB 2006, par. 13 ;  ASC820, par. 30-1-30-3A, 35-2-35-18L）。
　負債の公正価値測定については，負債は測定日に市場参加者に移転し，
かつ，負債の不履行リスクが移転の前後において同一であることが仮定さ
れている。不履行リスクとは，義務が履行されずその結果移転される負債
の価値に影響を与えるリスクを意味する。不履行リスクは企業それ自体の
信用リスクに限定されるものではないが，信用リスクが負債の公正価値に
影響を及ぼすすべての期間についてその影響を検討しなければならない。
その影響は，負債の内容に依存するものであり，現金の移転を伴う義務
（金融負債）なのか，あるいは，財またはサービスの移転を伴う義務（非金
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融負債）なのかによって異なってくる（FASB 2006, par. 15 ;  ASC820, par. 30-1-
30-3A, 35-2-35-18L）。
　また，資産または負債の公正価値を測定するために使用される評価技法
は，マーケット・アプローチ，インカム・アプローチ，コスト・アプロー
チの３つの方法に準拠したものでなければならない。マーケット・アプロ
ーチは，同一のまたは比較可能な資産または負債を含む市場取引によって
生成される価格またはその他の関連情報を利用する方法である。インカ
ム・アプローチは，将来の金額（キャッシュフローまたは稼得利益）を単一
の現在の金額に変換する評価方法を利用するものである。コスト・アプロ
ーチは，資産の給付能力を取り替えるために現時点で必要とされる金額に
基づくものである（FASB 2006, par. 18 ;  ASC820, par. 35-24-35-36D）。
　それらについては，状況を考慮して適切と考えられる評価技法および十
分なデータが利用可能であるような評価技法が公正価値の測定のために利
用される。状況によっては単一の評価技法を用いた方が適切な場合があ
る。たとえば，ある資産または負債を評価する際に，それと同一の資産ま
たは負債が取引される活発な市場における相場を利用する場合がそれであ
る。それから，企業価値を評価する場合には，マルチプル法が妥当する場
合がある（FASB 2006, par. 19 ;  ASC820, par. 35-24-35-36D）。
　「表３」は，公正価値測定のために使用される評価技法にインプットさ
れるデータの重要度（いわゆるデータの信頼性）についてまとめたものであ
る。日本では，すべての公正価値に適用する単一のヒエラルキーがなく，
個々の会計基準等で時価の算定方法が定められている（企業会計基準委員会  
2009，72項）。
　レベル１のインプットとは，測定日において，報告企業がアクセス可能
な活発な市場における同一の資産・負債に関する公表価格であり，活発な
市場における公表価格は最も確実な公正価値の証拠とされる。レベル２の
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インプットとは，資産・負債について，直接的または間接的に観察可能な
インプットのうち，レベル１に含まれる公表価格以外のインプットであ
る。レベル３のインプットとは，資産・負債について観察不能な市場デー
タに基づくインプットであり，原則として，観察可能なインプットが入手
できない場合に限り用いることができる（FASB 2006, par. 22-30 ; 企業会計基
準委員会 2009，69項 ;  ASC820, par. 35-40, 35-47, 35-52）。また，「表４」は，公
正価値の定義において述べた金融商品の時価の算定について，FAS157の
規定と比較できるような形で整理したものである。
　FASBや IASBの会計基準のように公正価値のヒエラルキーを導入する
ことにより，公正価値測定の透明性および比較可能性が高まることをも考
えられるため，日本においても当該ヒエラルキーを導入することが指摘さ
れているが，そのレベル分けは実務上の負担が大きく，判断規準などにつ
いてより詳細なガイダンスが必要であるとされている（企業会計基準委員会  
2009，77項）。
表３　インプットの信頼性のレベル
分　類 観察可能性 具体的なインプット
レベル１
観 察 可 能
活発な
市場
同一の資産・負債の公表価格
レベル２
類似の資産・負債の公表価格
活発でな
い市場
同一または類似の資産・負債の公表価
格
・公表価格以外の観察可能なインプット
・ 相関関係等を用いて観察可能な市場データにより
裏付けられたインプット
レベル３ 観 察 不 能
・ 市場参加者が用いる仮定に関して報告企業自身の
見積りを反映したインプット
出所 　企業会計基準委員会（2009）『公正価値測定及びその開示に関する論点の整理』
の69項，インプットの分類図を一部修正して転載したものである。
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第３章　企業会計基準等の個別基準における時価の取り扱い
　本章は，企業会計基準等の個別基準における時価の取り扱いについて，
その内容を摘記し会計処理の特徴を明らかにすることを目的とするもので
ある。
表４　日本の会計基準における測定方法の分類
日本の会計基準における取り扱い FAS157との関係
（市場価格が
　　 ある場合）
　市場価格に
　基づく価額
取引所に上場されている金融資産
レベル１に相当
店頭で取引されている金融資産
取引所・店頭での取引に準じて，随
時，売買・換金等が可能なシステム
により取引されている金融資産
（市場価格が
　　 ない場合）
　合理的に
　算定された
　価額
取引所等から公表されている類似の
金融資産の市場価格に，利子率，満
期日，信用リスク，その他の変動要
因を調整する方法
類似の資産・負債の
公表価格（レベル２）
を公表価格以外の観
察可能なインプット
（レベル２）で調整
対象金融資産から発生する将来キャ
ッシュ・フローを割り引いて現在価
値を算定する方法
現在価値技法（イン
プットの重要度に応
じてレベル２または
レベル３）一般に広く普及している理論値モデ
ルまたはプライシング・モデル（ブ
ラックショールズ・モデル，二項モ
デル等のオプション価格モデルな
ど）を用いる方法
自社内で合理的
な見積りが困難
な場合
上記３つの方法に基づき算定された
価格をブローカーから入手
インプットの重要度
に応じてレベル２ま
たはレベル３
出所 　企業会計基準委員会（2009）『公正価値測定及びその開示に関する論点の整理』
の76項，我が国の会計基準における測定方法の分類図を一部修正して転載したも
のである。
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１　企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（2008（平成20）
年 3 月10日）
　⑴　金融商品の評価
　本基準では，時価を「公正な評価額」と定義し，市場において形成され
る取引価格，気配または指標その他の相場に基づく価額がそれに該当する
としている。また，デリバティブ取引等において，個々のデリバティブ取
引について市場価格がない場合でも，当該デリバティブ取引の対象として
いる何らかの金融商品の市場価格に基づき合理的に価額が算定できるとき
には，その合理的に算定できる価額を公正な評価額とすることを認めてい
る。市場には，公設の取引所およびこれに類する市場のほか，随時，売
買・換金等を行うことができる取引システム等も含まれることとなってい
る（54項）。
　商品等の売買または役務の提供の対価に係る金銭債権債務は，一般に商
品等の受渡しまたは役務提供の完了によりその発生を認識するが，金融資
産または金融負債自体を対象とする取引については，当該取引の契約時か
ら当該金融資産または金融負債の時価の変動リスクや契約の相手方の財政
状態等に基づく信用リスクが契約当事者に生じるため，契約締結時におい
てその発生を認識することとした。したがって，有価証券については原則
として約定時に発生を認識し，デリバティブ取引については，契約上の決
済時ではなく契約の締結時にその発生を認識しなければならない（55項）。
　金融資産については，一般的には，市場が存在すること等により客観的
な価額として時価を把握することができるとともに，当該価額により換
金・決済等を行うことが可能である。そのような金融資産の取り扱いの背
景は次にある（64項）。
①　投資家に対する投資情報の開示の観点──金融資産の多様化，価格
変動リスクの増大，取引の国際化等の状況の下で，投資者が自己責任
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に基づいて投資判断を行うために，金融資産の時価評価を導入して企
業の財務活動の実態を適切に財務諸表に反映させ，投資者に対して的
確な財務情報を提供することが必要である。
②　企業における的確な財務認識のため──金融資産に係る取引の実態
を反映させる会計処理は，企業の側においても，取引内容の十分な把
握とリスク管理の徹底および財務活動の成果の的確な把握のために必
要である。
③　国際的調和化の観点──日本企業の国際的な事業活動の進展，国際
市場での資金調達および海外投資者の日本の証券市場での投資の活発
化という状況の下で，財務諸表等の企業情報は，国際的視点からの同
質性や比較可能性が強く求められている。また，デリバティブ取引等
の金融取引の国際的レベルでの活性化を促すためにも，金融商品に係
る日本の会計基準の国際的調和化が重要な課題となっている。
　金融商品の時価情報の開示は，時価情報の注記によって満足されるとい
うものではない。したがって，客観的な時価の測定可能性が認められない
ものを除き，時価による自由な換金・決済等が可能な金融資産について
は，投資情報としても，企業の財務認識としても，さらに国際的調和化の
観点からも，これを時価評価し適切に財務諸表に反映することが必要であ
る（65項）。
　しかし，金融資産の属性および保有目的に鑑み，実質的に価格変動リス
クを認める必要のない場合やただちに売買・換金を行うことに事業遂行上
の制約がある場合が考えられる。このような保有目的等をまったく考慮せ
ずに時価評価を行うことが，必ずしも，企業の財政状態および経営成績を
適切に財務諸表に反映させることにならないと考えられることから，時価
評価を基本としつつ保有目的に応じた処理方法を定めることが適当である
と考えられる（66項）。
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　一方，金融負債は，借入金のように一般的には市場がないか，社債のよ
うに市場があっても，自己の発行した社債を時価により自由に清算するに
は事業遂行上の制約があると考えられることから，デリバティブ取引によ
り生じる正味の債務を除き，債務額をもって貸借対照表価額とし，時価評
価の対象としないことが適当であると考えられる（67項）。
　以上の点をまとめたものが，「表５」である。そこでは，金融商品の種
類として，金銭債権，有価証券，金融負債，デリバティブ取引による正味
の債権・債務を掲げており，それぞれについて評価基準とその評価差額が
どこに計上されるかを示している。売買目的有価証券の時価評価差額は，
損益に計上される。また，その他有価証券については，その時価評価差額
は，純資産に計上される。デリバティブ取引による正味の債権・債務は，
ヘッジ会計に関する取り扱いを除き，原則として損益に計上される。
　⑵　ヘッジ会計
　ヘッジ会計とは，ヘッジ取引のうち一定の要件を充たすものについて，
ヘッジ対象に係る損益とヘッジ手段に係る損益を同一の会計期間に認識
し，ヘッジの効果を会計に反映させるための特殊な会計処理をいう（29
項）。
表５　金融商品の評価と表示
種　　　類 評価基準 評価差額の処理方法
金銭債権 償却減価 ─
有価証券
売買目的有価証券 時　　価 損益に計上
満期保有目的の債券 償却減価 ─
子会社株式・関連会社株式 取得原価 ─
その他有価証券 時　　価 純資産に計上
金融負債 債 務 額 ─
デリバティブ取引による正味の債権・債務 時　　価 原則損益に計上
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　ヘッジ会計が適用されるヘッジ対象は，相場変動等による損失の可能性
がある資産または負債で，当該資産または負債に係る相場変動等が評価に
反映されていないもの，相場変動等が評価に反映されているが評価差額が
損益として処理されていないもの若しくは当該資産または負債に係るキャ
ッシュ・フローが固定されその変動が回避されるものである。なお，ヘッ
ジ対象には，予定取引により発生が見込まれる資産または負債も含まれて
いる（30項）。
　ヘッジ会計は，原則として，時価評価されているヘッジ手段に係る損益
または評価差額を，ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部に
おいて繰り延べる方法による。ただし，ヘッジ対象である資産または負債
に係る相場変動等を損益に反映させることにより，その損益とヘッジ手段
に係る損益とを同一の会計期間に認識することもできる（32項）。
２　企業会計基準第 9 号「棚卸資産の評価に関する会計基準」（2008（平
成20）年 9 月26日）
　通常の販売目的で保有する棚卸資産は，取得原価をもって貸借対照表価
額とし，期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合に
は，当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とする。この場合の差額は
当期の費用として処理する（７項）。トレーディング目的で保有する棚卸
資産については，市場価格に基づく価額をもって貸借対照表価額とし，帳
簿価額との差額（評価差額）は，当期の損益として処理する（15項）。
　本基準では，公正価値に関連する用語は，次のように定義されている。
　時価とは，公正な評価額をいい，市場価格に基づく価額をいう。市場価
格が観察できない場合には合理的に算定された価額を公正な評価額とする
（４項）。
　正味売却価額とは，売価（購買市場と売却市場とが区別される場合における
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売却市場の時価）から見積追加製造原価および見積販売直接経費を控除し
たものをいう（５項）。
　再調達原価とは，購買市場と売却市場とが区別される場合における購買
市場の時価に，購入に付随する費用を加算したものをいう（６項）。
３　固定資産の減損に係る会計基準（2002（平成14）年 8 月 9 日）
　減損損失を認識すべきであると判定された資産または資産グループにつ
いては，帳簿価額を回収可能価額まで減額し，当該減少額を減損損失とし
て当期の損失とする（３項）。
　本基準では，公正価値に関連する用語は，次のように定義されている
（固定資産の減損に係る会計基準注解，注１）。
①　回収可能価額とは，資産または資産グループの正味売却価額と使用
価値のいずれか高い方の金額をいう。
②　正味売却価額とは，資産または資産グループの時価から処分費用見
込額を控除して算定される金額をいう。
③　時価とは，公正な評価額をいう。通常，それは観察可能な市場価格
をいい，市場価格が観察できない場合には合理的に算定された価額を
いう。
④　使用価値とは，資産または資産グループの継続的使用と使用後の処
分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値を
いう。
４　企業会計基準第20号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基
準」（2008（平成20）年11月28日）
　本基準は，財務諸表の注記事項としての賃貸等不動産の時価等の開示に
ついて，その内容を定めることを目的とするものである（１項）。
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　賃貸等不動産を保有している場合は，次の事項を注記する。ただし，賃
貸等不動産の総額に重要性が乏しい場合は注記を省略することができる。
また，管理状況等に応じて，注記事項を用途別，地域別等に区分して開示
することができる（８項）。賃貸等不動産とは，棚卸資産に分類されてい
る不動産以外のものであって，賃貸収益またはキャピタル・ゲインの獲得
を目的として保有されている不動産（ファイナンス・リース取引の貸手におけ
る不動産を除く。）をいう。したがって，物品の製造や販売，サービスの提
供，経営管理に使用されている場合は賃貸等不動産には含まれない（４
項）。
①　賃貸等不動産の概要
②　賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中における主な変動
③　賃貸等不動産の当期末における時価及びその算定方法
④　賃貸等不動産に関する損益賃貸等不動産を保有している場合は，次
の事項を注記する。
　本基準では，公正価値に関連する用語は，次のように定義されている
（４項）。
　時価とは，公正な評価額をいう。通常，それは観察可能な市場価格をい
い，市場価格が観察できない場合には合理的に算定された価額をいう。
５　企業会計基準第 8 号「ストック・オプション等に関する会計基準」
（2005（平成17）年12月27日）
　本基準は，主としてストック・オプション取引の会計処理及び開示を明
らかにすることを目的としている。ストック・オプションを付与し，これ
に応じて企業が従業員等から取得するサービスは，その取得に応じて費用
として計上し，対応する金額を，ストック・オプションの権利の行使又は
失効が確定するまでの間，貸借対照表の純資産の部に新株予約権として計
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上する（４項）。各会計期間における費用計上額は，ストック・オプショ
ンの公正な評価額 6）のうち，対象勤務期間を基礎とする方法その他の合理
的な方法に基づき当期に発生したと認められる額である。ストック・オプ
ションの公正な評価額は，公正な評価単価にストック・オプション数を乗
じて算定する（５項）。ストック・オプションの公正な評価単価の算定は，
次のように行う。
①　付与日現在で算定し，第10項 ⑴ の条件変更の場合を除き，その後
は見直さない。
②　ストック・オプションは，通常，市場価格を観察することができな
いため，株式オプションの合理的な価額の見積りに広く受け入れられ
ている算定技法を利用することとなる。算定技法の利用にあたって
は，付与するストック・オプションの特性や条件等を適切に反映する
よう必要に応じて調整を加える。ただし，失効の見込みについてはス
トック・オプション数に反映させるため，公正な評価単価の算定上は
考慮しない。
　ストック・オプションが権利行使され，これに対して新株を発行した場
合には，新株予約権として計上した額（第４項）のうち，当該権利行使に
対応する部分を払込資本に振り替える。なお，新株予約権の行使に伴い，
当該企業が自己株式を処分した場合には，自己株式の取得原価と，新株予
約権の帳簿価額および権利行使に伴う払込金額の合計額との差額は，自己
6）　公正な評価額とは，一般に，市場において形成されている取引価格，気配
値又は指標その他の相場（以下「市場価格」という。）に基づく価額をいう
が，市場価格がない場合でも，当該ストック・オプションの原資産である自
社の株式の市場価格に基づき，合理的に算定された価額を入手できるときに
は，その合理的に算定された価額は公正な評価額と認められる。また，単位
当たりの公正な評価額を「公正な評価単価」という（ストック・オプション
等に関する会計基準，２項）。
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株式処分差額であり，2005（平成17）年12月改正の企業会計基準第１号
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」第９項，第10項及
び第11項により会計処理を行う（８項）。権利不行使による失効が生じた
場合には，新株予約権として計上した額（第４項）のうち，当該失効に対
応する部分を利益として計上する。この会計処理は，当該失効が確定した
期に行う（９項）。
６　企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」（2012（平成24）
年 5 月17日）
　本基準は，一定の期間にわたり労働を提供したこと等の事由に基づい
て，退職以後に支給される給付（退職給付）の会計処理に適用されるもの
である（３項）。退職給付債務から年金資産の額を控除した額は負債とし
て計上する。ただし，年金資産の額が退職給付債務を超える場合には，そ
れを資産として計上する（13項）。また，次の項目の当期に係る額は，退
職給付費用として，当期純利益を構成する項目に含めて計上する（14項）。
①　勤務費用
②　利息費用
③　期待運用収益
④　数理計算上の差異に係る当期の費用処理額
⑤　過去勤務費用に係る当期の費用処理額
　また，数理計算上の差異の当期発生額および過去勤務費用の当期発生額
のうち，費用処理されない部分（未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務
費用となる。）については，その他の包括利益に含めて計上する。その他の
包括利益累計額に計上されている未認識数理計算上の差異および未認識過
去勤務費用のうち，当期に費用処理された部分については，その他の包括
利益の調整（組替調整）を行う（15項）。
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７　企業会計基準第18号「資産除去債務に関する会計基準」（2008（平成
20）年 3 月31日）
　資産除去債務とは，有形固定資産の取得，建設，開発又は通常の使用に
よって生じ，当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される
法律上の義務およびそれに準ずるものをいう。この場合の法律上の義務及
びそれに準ずるものには，有形固定資産を除去する義務のほか，有形固定
資産の除去そのものは義務でなくとも，有形固定資産を除去する際に当該
有形固定資産に使用されている有害物質等を法律等の要求による特別の方
法で除去するという義務も含まれる（３項）。有形固定資産の除去とは，
有形固定資産を用役提供から除外することをいう（一時的に除外する場合を
除く）。除去の具体的な態様としては，売却，廃棄，リサイクルその他の
方法による処分等が含まれるが，転用や用途変更は含まれない。また，当
該有形固定資産が遊休状態になる場合は除去に該当しない（３項）。
　資産除去債務は，有形固定資産の取得，建設，開発又は通常の使用によ
って発生した時に負債として計上する（４項）。資産除去債務はそれが発
生したときに，有形固定資産の除去に要する割引前の将来キャッシュ・フ
ローを見積り，割引後の金額（割引価値）で算定する。割引前の将来キャ
ッシュ・フローは，合理的で説明可能な仮定及び予測に基づく自己の支出
見積りによる。その見積金額は，生起する可能性の最も高い単一の金額又
は生起し得る複数の将来キャッシュ・フローをそれぞれの発生確率で加重
平均した金額とする。将来キャッシュ・フローには，有形固定資産の除去
に係る作業のために直接要する支出のほか，処分に至るまでの支出（たと
えば，保管や管理のための支出）も含める。割引率は，貨幣の時間価値を反
映した無リスクの税引前の利率とする（６項）。
　資産除去債務に対応する除去費用は，資産除去債務を負債として計上し
た時に，当該負債の計上額と同額を，関連する有形固定資産の帳簿価額に
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加える。資産計上された資産除去債務に対応する除去費用は，減価償却を
通じて，当該有形固定資産の残存耐用年数にわたり，各期に費用配分する
（７項）。
８　企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」（2013（平成25）
年 9 月13日）
　被取得企業又は取得した事業の取得原価は，原則として，取得の対価
（支払対価）となる財の企業結合日における時価で算定する。支払対価が現
金以外の資産の引渡し，負債の引受け又は株式の交付の場合には，支払対
価となる財の時価と被取得企業又は取得した事業の時価のうち，より高い
信頼性をもって測定可能な時価で算定する（23項）。この場合の，時価と
は，公正な評価額をいう。通常，それは観察可能な市場価格をいい，市場
価格が観察できない場合には，合理的に算定された価額をいう（14項）。
９　企業会計基準公開草案第43号「公正価値測定及びその開示に関する
会計基準（案）」（2010（平成22）年 7 月 9 日）
　企業会計基準委員会は，2010（平成22）年７月９日に企業会計基準公開
草案第43号「公正価値測定及びその開示に関する会計基準（案）」（以下，
本基準案と表記する）を公表している。これは，公正価値の考え方及び財務
諸表の注記事項としての公正価値に関する開示について，その内容を定め
ることを目的とするものである（１項）。
　本基準案では，公正価値は出口価格に限定され，「測定日において市場
参加者間で秩序ある取引が行われた場合に，資産の売却によって受け取る
であろう価格又は負債の移転のために支払うであろう価格（出口価格）」（４
項）と定義されている。市場参加者とは，参照市場 7）における，次の要件
を満たす買手および売手をいう（５項）。
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①　互いに独立していること。すなわち，関連当事者ではないこと
②　すべての入手できる情報に基づき，資産又は負債並びに取引につい
て合理的な理解を有していること
③　資産又は負債に関して，取引を行う能力があること
④　資産又は負債に関して，不利な条件で引き受けざるを得ない取引又
は他から強制された取引ではなく，自発的に取引を行う意思があるこ
と
　公正価値は，市場における価値であり，企業にとっての固有の価値では
ないため，公正価値を算定するにあたっては，市場参加者が資産又は負債
を価格設定する際に用いるであろう仮定を用いる。この際，具体的に市場
参加者を識別する必要はないが，測定日において観察可能な取引が存在し
ない場合であっても，算定の対象となる資産又は負債，参照市場などを考
慮して，市場参加者を特徴づける要素を識別しなければならない（６項）。
また，定義にある秩序ある取引とは，不利な条件で引き受けざるを得ない
取引又は他から強制された取引ではなく，通常かつ慣習的なマーケティン
グ活動ができるように，測定日以前の一定期間，市場にさらされているこ
とを前提とした取引をいう（７項）。
7）　参照市場とは，公正価値を算定するにあたって，資産を売却する又は負債
を移転する取引が行われる市場をいう。この際，資産を売却する又は負債を
移転する取引は，企業が利用できる主要な市場で行われると仮定する。ただ
し，主要な市場が存在しない場合には，企業が利用できる最も有利な市場で
行われると仮定する。主要な市場とは，資産又は負債についての取引の数量
及び頻度が最大の市場をいう。最も有利な市場とは，取引費用及び輸送費用
を考慮した上で，資産の売却による受取額を最大化又は負債の移転に対する
支払額を最小化する市場をいう。この際，取引が行われる市場は，同じ資産
又は負債であっても企業間で異なる場合があるため，最も有利な市場を決定
する際には，市場参加者の観点ではなく，企業の観点から判断することとな
る（公正価値測定およびその開示に関する会計基準（案），９項）。
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　本基準案では，公正価値を算定するために利用される評価技法の入力数
値（インプット）について，レベル別の分類を行っている。公正価値を算
定するにあたっては，状況に応じた，十分なデータが入手できる適切な評
価技法を併用又は選択して用いる。この際，評価技法に用いられる入力数
値は，観察可能な入力数値を最大限利用し，観察不能な入力数値の利用を
最小限にしなければならない。入力数値とは，リスクについての仮定を含
め，市場参加者が資産又は負債を価格設定する際に用いるであろう仮定の
ことを幅広く指す。観察可能な入力数値とは，入手できる観察可能な市場
データに基づき設定された，市場参加者が資産又は負債を価格設定する際
に用いるであろう仮定を反映する入力数値をいう。観察不能な入力数値と
は，観察可能な市場データは入手できないが，入手できる最良の情報に基
づき設定された，市場参加者が資産又は負債を価格設定する際に用いるで
あろう仮定を反映する入力数値をいう（14項）。
　評価技法に用いられる入力数値は，さらに次のレベル１からレベル３
（ヒエラルキー）の順に優先順位付けを行う（15項）。
①　「レベル１の入力数値」とは，測定日において，企業が入手できる
活発な市場における同一の資産又は負債に関する公表価格をいう。活
発な市場における公表価格は，最も信頼のおける公正価値の証拠であ
り，入手できる場合には，そのまま公正価値の算定に用いる。なお，
活発な市場とは，資産又は負債について，十分な数量および頻度で取
引が行われ，継続的に価格情報が提供される市場をいう。
②　「レベル２の入力数値」とは，資産又は負債について，直接又は間
接的に観察可能な入力数値のうち，レベル１に含まれる公表価格以外
の入力数値をいう。レベル２の入力数値には，次のものがある。
　　ア 　活発な市場における類似の資産又は負債に関する公表価格
　　イ 　活発でない市場における同一の又は類似の資産又は負債に関する
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公表価格
　　ウ 　公表価格以外の観察可能な入力数値
　　エ 　相関関係等に基づく方法を用いて，観察可能な市場データから得
られた又は裏付けられた入力数値
③　「レベル３の入力数値」とは，資産又は負債について，観察不能な
入力数値をいい，観察可能な入力数値であるレベル１の入力数値又は
レベル２の入力数値が入手できない場合に限り用いることができる。
　上述の入力数値を用いて算定された公正価値は，その算定において重要
な影響を与える入力数値が属するレベルに応じて，レベル１の公正価値，
レベル２の公正価値，レベル３の公正価値という３レベルに分類する。な
お，評価技法に複数のレベルの入力数値が用いられた場合は，その算定に
重要な影響を与える入力数値が属する最も低いレベルに分類する。例え
ば，レベル２の入力数値についてレベル３の入力数値で重要な調整が行わ
れた場合は，算定された公正価値はレベル３の公正価値となる。
　最後に，本基準案では，公正価値に関する注記事項として次のように規
定されている（17項）。公正価値に関して次の事項を注記する。ただし，
重要性が乏しいものは注記を省略することができる。なお，連結財務諸表
において注記している場合には，個別財務諸表において記載することを要
しない。公正価値を毎期継続して貸借対照表価額としている資産および負
債については，当該資産および負債に関する貸借対照表の科目および有価
証券については保有目的ごとの区分（さらに種類ごとに区分して記載すること
ができる。）等に応じた次の事項を注記する。
①　公正価値の算定方法等に係る事項
②　公正価値のレベル別の内訳
③　レベル３の公正価値に係る事項（レベル３の公正価値の期首残高から期
末残高への調整表を含む。）
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　公正価値を毎期継続して注記している資産及び負債については，当該資
産および負債に関する貸借対照表の科目及び有価証券については保有目的
ごとの区分（さらに種類ごとに区分して記載することができる。）等に応じた公
正価値のレベル別の内訳を注記する。
第４章　企業利益概念の変容
　公正価値会計 8）は，もともと資産および負債の期末評価の問題として浮
上してきた会計理論であり，デリバティブの期末評価やヘッジ会計処理に
より認識されたその他の包括利益と実現利益を合計した包括利益が計算さ
れるという意味で混合属性測定モデル 9）の範疇に属するものである。付言
8）　ここで，公正価値会計とは，「伝統的な期間損益計算の枠組では把握され
えない事実関係を，公正価値による測定を介して数関係に写像し，これを情
報利用者に伝達するシステム」（浦崎 2002，２頁）と定義している。とりわ
け，金融商品を対象とした公正価値会計は，「リスク管理・財務業績の評価
を目的として，金融財を中心とした経済事象を対象に，資産負債アプローチ
に基づく公正価値を基礎とする測定手続きを適用し，リスク管理や財務業績
に関する包括的な写像結果を情報利用者に伝達するシステム」（浦崎 2002，
25頁）と理解することができる。
9）　徳賀（2011）によれば，混合会計には次の２種のものがあるものとして概
念的に整理されている。現在の混合会計を，一部の資産・負債に対して公正
価値評価を適用することによって，フロー・ベースの会計利益モデルの欠点
を埋める形で修正・補強が行われる過程と捉えるものである。それは，フロ
ー数値のリアリティを回復することが目的であって，ストックのリアリティ
の獲得はその手段であるという解釈である。もう１つは，現在の会計モデル
は，すでに，純資産簿価モデルへのパラダイム転換のプロセスにあると捉え
るものである。純資産簿価モデルは，市場における参加者の過重平均的な期
待を反映した公正市場価値（当該ストックに競争的市場が存在しない場合に
は評価モデルを用いて競争的市場を擬制して計算された公正価値）と経営者
が自らの将来計画や様々な期待を反映して測定した使用価値を，すべてのス
トック評価に敷衍することによって，ネットとして算定される純資産価額で
当該企業の経済価値を示すものである。
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するならば，公正価値会計の対象は，資産負債アプローチに基づき，あく
まで，期末時点の一定の資産および負債並びに将来事象の認識測定に限定
されたものであったが，その対象が拡大されるにつれて公正価値会計の理
論的再構築が強く求められるようになってきた。本稿の課題として焦点を
あてている公正価値測定は，その時々に生じた特定の会計問題を解決する
ために，会計基準において一般に公正妥当なものとして許容されている手
続きを意味する用語として用いている。また，公正価値会計は，特定の会
計目的観のもとで理論的妥当性を有する利益計算の体系という意味で用い
ている。以下においては，企業の経済的環境の変化を与件とした企業利益
の質的な変化についてその特徴を要約的に示しておきたい。
　企業の経済的環境の変化，とりわけ産業構造の変化とともに，投資家の
意思決定にとって有用な情報を提供するという観点から，資産評価の重点
が変化してきた。企業会計における資産評価の対象の重点は，プロダクト
（有形財）からファイナンス（金融財）へ，さらにファイナンス（金融財）か
らインタンジブルズ（無形財）へと移行してきた。このような変化の中で，
「自ずからそれから生み出される所得内容に差が生まれてくる」（武
田 2004，９頁）のではないかと指摘されている。
　製造業を対象として発展してきた伝統的な取得原価主義会計は，原価実
現アプローチを基軸とした期間損益計算の理論体系であり，ストックにつ
いて取得原価主義を，そしてフローについて実現主義を採択している。こ
こにおける利益概念は実現利益であり，何らかの「資産実体を伴う利益」
（武田 2004，10頁）として解釈できる。給付能力が求められる課税所得の前
提としてのかかる企業利益には，資産実体を伴うという意味で「支払能
力」という内容が予定されていた（武田 2004，10頁）。
　次に，ファイナンス型市場経済を背景とするファイナンス型会計モデル
は，有価証券やデリバティブ等に代表される金融商品が認識対象の重点資
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産となり，公正価値に基づく利益計算の体系がその特徴をなすものであ
る。そこでは，市場のボラティリティ（価格の変動性）とフィージビリテ
ィ（現金化可能性）を要件として成り立つ市場が前提となっている。この
ような市場を前提とした利益計算は「入帳は『原価』で行われるが，時点
におけるストックの評価は『時価』で，また，期中におけるフロー（収益）
は「実現可能性」をもって認識するという『時価・実現可能性アプロー
チ』が標準」（武田 2004，10）となる。したがって，時価・実現可能性ア
プローチのもとで計算される利益は，実現利益とは異なり，必ずしも資産
実体を伴う利益概念ではなく，「リスクを含むという意味での実現可能性
ある利益概念」（武田 2004，10）であるといえる。
　さらに，ナレッジ型市場経済あるいは知識基盤社会においては，企業価
値創出のドライバーが，製品開発力，コーポレート・ブランド，ノウハウ
等の無形財であり，それを戦略的に利用することが経営の課題となる。す
なわち，「他社製品と同一の機能を持つものであっても，自社の製品にそ
れとは異なる価値の発見を消費者にイメージづけ」（武田 2004，10）るこ
とによって，製品の差別化を図り競争優位を達成しようとする。知識基盤
社会においては，製品環境の優位性や差別的創造性を作り出す仕組み等に
よって獲得された利益は，競争優位の結果として創出されたものであるか
ら，そこにはのれん価値が多く含まれていると述べられている（武
田 2004，10）。つまり，無形財によって作り出された超過収益力による「の
れん価値」が利益として顕在化するものであり，無形財の評価尺度として
「将来キャッシュ・フローの現在価値」が重要となってくる。
　つまり，知識基盤社会においては，無形財によって作り出された超過収
益力によるのれん価値が利益として顕在化するものであり，無形財の評価
尺度として将来キャッシュ・フローの現在価値が重要となってくる。この
ような観点から，「キャッシュ・フローをベースとした計算の上に，スト
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ックの時点的評価差額を取り入れるような所得認識のフレームワーク」
（武田 2004，10）の理論的な精緻化が求められる。
第５章　結　　　語
　現行の企業会計は，投資家のニーズを考慮し事業の透明性を高める目的
観に拠って，会計測定が規定されるという方法論に立っている。金融の自
由化・グローバル化によって企業の経済的環境が変化し，投資家の経済的
意思決定にとって有用な情報を提供するためには，一方で，市場のボラテ
ィリティを表現する手段として時価評価を採用し，他方で，リスク管理の
結果を表現するものとして評価損益を開示することにより，それらをリス
ク情報として提供するという財務報告が進展してきた（武田 2008，465頁）。
　ファイナンス型市場経済（いわゆる金融投資）においては，投下貨幣資本
の回収余剰計算に関心が置かれているため，回収貨幣額から投下貨幣額を
差し引き利益認識が行われる。そこでは物財利用によって獲得された収益
とそれに要した費用とを総額で計算表示することにより，物的収益力を表
示するという意識に欠けている。（武田 2008，466頁）
　実物経済化での時価主義会計は，企業を再生産的に持続的に維持するこ
とを指向した実物資本維持をベースとする時価会計であるのに対して，フ
ァイナンス型市場経済下での時価会計は，継続企業を前提としながらも，
投下貨幣資本の時点的即時的生産を指向した清算貨幣資本維持をベースと
する時価主義会計である。それが金融商品に限定された時価評価会計であ
るという点で，棚卸資産や固定資産といった非金融商品の物的生産力維持
を目指した時価主義会計とは異なる性格を有する。（武田 2008，466頁）
　そのように，ファイナンス型市場経済における時価会計では，企業全体
の物的維持であるとか，生産力維持という思考はなく，企業を構成する金
融商品の個別プロジェクトごとの投下貨幣資本の回収余剰を最大化するこ
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とを指向した個別貨幣資本の維持という考え方が基本となっている（武
田 2008，466頁）。
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